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研究論文 

知的障害特別支援学校教員における児童生徒の進路指導に対する捉え方 
 

宇 土  汐 莉* ・ 松 山  郁 夫** 

 

Perceptions of Career Guidance for Students of Teachers in Special Needs Education Schools  

for Students with Intellectual Disabilities 

 

  Shiori UTO  Ikuo MATSUYAMA 

 

【要旨】本研究の目的は、知的障害特別支援学校教員が、児童生徒の進路指導に対してどのように捉え

ているのかを、小学部・中学部・高等部の各学部の比較を通して明らかにすることである。知的障害特

別支援学校教員を対象として、児童生徒の進路指導に対して意識する度合いを問う、独自に作成した質

問紙調査票を郵送により配布して回収した。17 校から得られた 312 名の有効回答を分析した。その結

果、教員は、進路指導の全般に関心を向けていること、普段の生活の中で進路指導に関して本人や保護

者、周囲の教員と話をすることについては、小学部、中学部、高等部の順で高いこと、進路指導の視点

からの授業づくりについては、将来をイメージした授業を作成することに対して、小学部よりも高等部

の教員の方が、関心が高く、個人を意識した授業を作成することへの関心は、高等部よりも小学部の教

員の方が、関心が高いこと等が考察された。 

 

【キーワード】知的障害特別支援学校、教員、児童生徒、進路指導 

 

Ⅰ はじめに 

 平成 29年 4月に改訂され公示された特別支援学校学習指導要領等では、「子供たちの学びの場の柔軟

な選択を踏まえ、幼稚園、小・中・高等学校の教育課程との連続性が重視され、障害の重度・重複化、

多様化への対応と卒業後の自立と社会参加に向けた充実」が謳われている。自立と社会参加に向けた教

育の充実として、「卒業後の視点を大切にしたカリキュラム・マネジメントを計画的・組織的に行うこ

と」、「幼稚部、小学部、中学部段階からのキャリア教育の充実を図ること」を規定している。キャリア

教育については、「特別支援教育において、子どもの地域及び社会生活への適応や以降及び主体的に参

加する能力の育成を目指しており、自立し、社会参加するために必要な知識・技能及び態度などを身に

付けるため、全学部を通じて示されており、小学部段階から進路指導の位置づけがなされて取り組まれ

ている」と記述されている  神田･伊藤･高橋,2018）。これらのことを踏まえて、知的障害特別支援学校

では、個々人に合った知的障害特別支援学校の卒業後を見据えた教育的支援を行っていくことを念頭に

おいて、小学部から高等部までの進路指導が行われている。 

中央審議会(2011)による「今後の学校教育におけるキャリア教育・職業教育の在り方 答申）」におい

ては、キャリア教育の推進が示されている。特別支援キャリア教育については、 「特別支援学校全体で、

小学部、中学部、高等部段階の各時期に、児童生徒の発達段階に即した学部教育の独自性を明らかにし

ながら、系統的かつ一貫性のある教育を行うことが重要視されている」と論及されている。  藤井･川合 ・ 
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落合,2013）しかしながら、進路指導・支援やキャリア教育に関しての研究は、一人ひとりの社会的、職

業的自立に向け、必要な基盤となる能力や態度を育てることを通して、キャリア発達を促すというキャ

リア教育的観点によるものや、学校組織における進路支援部を中心とした構造的な在り方の分析を扱っ

た研究は多く見られるものの、生徒個々の障害特性に応じた的確な支援方法についての研究が少ないと

指摘されている 迫田･今枝,2023）。 

令和 3 年 3 月時点での知的障害特別支援学校高等部本科卒業生は全国で 18,992 名、そのうち一般企

業や大手企業系列特例子会社等に就労する者は、6,339 名と全体の約 33％となっている。就労継続支援

A 型施設や就労継続支援 B 型施設等の就労移行支援事業所、社会福祉施設等への入所・通所者について

は 11,538 名で、約 60.8％と全体の 3分の 2 となっている 文部科学省,2022）。知的障害特別支援学校

の高等部の卒業生は、一般就労が約 3割、福祉型就労が約 6割である。 

キャリア教育については、「キャリアが子供・若者の発達の段階やその発達課題の達成と深くかかわ

りながら、段階を追って発達していくことを踏まえ、幼児期の教育から高等教育に至るまで体系的に進

めることが必要である」と述べられている  中央審議会,2011）。また、「インクルーシブ教育実践のため

に提案された職務能力の枠組みは、選択的注意／ワーキングメモリ、数学的予備知識、言語能力、メタ

認知的調節、以上の 4つの能力に対応している。ジョブ・アビリティの枠組みは、他の教科の授業にも

転用でき、専門能力開発プログラムにも利用できる」と報告されている  Prediger,Buró,2024）。これら

の見解は、知的障害のある児童生徒の進路指導の充実のために活用できると考えられる。 

知的障害がある場合、「直接行動を共にする友人の存在が希薄なこと、それぞれがごく狭いコミュニ

ティの中で限られた人間関係の中で生活している傾向が如実に見られた。人間関係の広がりの小ささは、

将来的な孤独や孤立を際立たせる要因として憂慮するべきものである」と指摘されている 迫田･今

枝,2023）、また、知的障害のある児童生徒に対する「進路指導を充実させていくことにおいて、保護者

は大きな役割を占めている」と主張されている  藤井･川合･落合,2013）。これらのことから、各学部の

教員がどのように進路指導を行っているのかについて、学部間の教員における認識の違いを検討するこ

とは、進路指導に対する各学部の取り組みをより関連させ、各児童生徒に合った進路選択にするための

一助となると考えられる。 

以上より、高等部教員のみではなく、小学部・中学部教員も含めた進路指導に対する知的障害特別支

援学校の教員の認識について、検討する必要がある。このため、本研究の目的は、知的障害特別支援学

校の教員が、児童生徒の進路指導をどのように認識しているのかについて、小学部・中学部・高等部の

比較を通して明らかにすることである。 

 

Ⅱ 方 法 

1.調査対象 

本研究では、知的障害特別支援学校の教員を対象として、知的障害のある児童生徒への進路指導に対

して意識する度合いを問う、独自に作成した質問紙調査票を使用して調査を実施した。調査にあたって

は、回答者の性別、年代、学部に関する回答を求めた。 

分析対象者 312 名のプロフィールは、表 1 から表 3 までの通りである。性別については、男性 92 名

 29.5％）、女性 220 名 70.5％）、年代については、20代 71 名 22.8％）、30 代 101 名 32.4％）、40

代 70 名 22.4％）、50 代 64 名 20.5％）、60 代以上 6 名 1.9％）、学部については、小学部 126 名

 40.4％）、中学部 93 名 29.8％）、高等部 93 名 29.8％）であった。 
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表 1 各学部と性別の内訳 単位：人） 

区 分 男 性 女 性 合 計 

小学部 23  7.4％） 103 33.0％） 126 40.4％） 

中学部 37 11.9％） 56 17.9％） 93 29.8％） 

高等部 32 10.3％） 61 19.6％） 93 29.8％） 

合 計 92 29.5％） 220 70.5％） 312 100.0％） 

※   ）内は、全体の総和のパーセンテージを示している。 

表 2 年代と性別の内訳 単位：人） 

区 分 男 性 女 性 合 計 

20 代 18 5.8％） 53 17.0％） 71 22.8％） 

30 代 40 15.8％） 61 19.6％） 101 32.4％） 

40 代 18 5.8％） 52 16.7％） 70 22.4％） 

50 代 15 4.8％） 49 15.7％） 64 20.5％） 

60 代以上 1 0.3％） 5 1.6％） 6 1.9％） 

合 計 92 29.5％） 220 70.5％） 312 100.0％） 

※   ）内は、全体の総和のパーセンテージを示している。 

表 3 年代と各学部の内訳 単位：人） 

区 分 小学部 中学部 高等部 合 計 

20 代 38 12.2％） 12 3.8％） 21 6.7％） 71 22.8％） 

30 代 43 13.8％） 29 9.3％） 29 9.3％） 101 32.4％） 

40 代 21 6.7％） 31 9.9％） 18 5.8％） 70 22.4％） 

50 代 29 6.4％） 20 6.4％） 24 7.7％） 64 20.5％） 

60 代以上 4 1.3％） 1 0.3％） 1 0.3％） 6 1.9％） 

合 計 126 40.4％） 93 29.8％） 93 29.8％） 312 100.0％） 

※   ）内は、全体の総和のパーセンテージを示している。 

 

2.調査機関と調査方法 

調査機関は、令和 5年 11 月 15 日より 12月 8日までの 23 日間とした。 

 調査方法は、47 か所の知的障害特別支援学校に、本研究に使用する無記名方式の質問紙調査票を郵送

で、1 校につき各学部に 10 部、計 30 部配布し回収する方法にて実施した。17 か所 送付した学校の

36.2％）から合計 384 名の回答が回収され、そのうち全質問項目に記入がなされている 312 名の回答を

有効回答とした 有効回答率 22.1％）。 

 標本となる知的障害特別支援学校を系統抽出により抽出した。具体的には、令和 5 年 11 月 1 日現在

の各都道府県の知的障害特別支援学校の名簿の最初からA番目に記載されてある1か所の知的障害特別

支援学校、計 47 か所を抽出した。 

 

3.質問項目の作成手順 

 本研究で使用する質問項目の作成にあたっては、1 つの質問項目に複数の要素を含まないように、ま
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た意味内容を大きく括らないように注意しながら質問項目を作成した。その後、佐賀大学教育学部学校

教育課程幼少連携教育コース特別支援教育専攻の学生 6名に対して、作成した複数回答可の回答形式を

含む 21 項目の質問項目について、知的障害特別支援学校の教員への調査で使用することが可能かどう

かを個別的に質問した。その結果、全 21 項目に関しては 6 名全員から全て使用できるとの回答が得ら

れた。そのため、これら 21 項目すべてを質問項目として使用することにした。なお、小学部、中学部、

高等部の各教員に質問したのは、小学部児童からの個々人の成長を経て、中学部生徒、高等部生徒へと

進路指導を行うという連続性があるからである。 

 全 21 項目に関する回答の処理について、各学部の児童生徒の進路指導に対して意識する度合いを問

う独自の 17 項目の質問項目における回答は、「まったく関心がない」 1 点）、「あまり関心がない」 2

点）、「どちらともいえない」 3点）、「関心がある」 4 点）、「かなり関心がある」 5 点）までの 5 段階

評価とした。各学部の児童生徒の進路指導に対する捉え方について問う独自の 4つの質問項目における

回答は、 1）から(6)までのうち、あてはまる数字を〇で囲むという評価とした。自由記述の回答につい

ては、学部ごとに意味内容で分類した。 

 

4.分析方法 

5 段階評価に設定した 17項目の質問への回答に対する分析方法として、知的障害特別支援学校におけ

る小学部、中学部、高等部の学部ごとに、各質問項目の平均値と標準偏差を算出した。次に、各質問項

目について、各学部間で平均値に差があるかどうかを検討するために、対応がない場合の一元配置分散

分析を行った。その後の多重比較については、最小有意差 LSD）法を使用した。なお、統計処理には、

IBM SPSS Statistics22 を使用した。これらと別に複数回答に設定した 4項目の質問への回答について

は回答数とパーセンテージを算出した。自由記述については、学部ごとに意味内容で分類した後、個数

とパーセンテージで示すことにした。 

 

5.倫理的配慮 

倫理的配慮として、質問紙調査票を郵送した知的障害特別支援学校に対して、書面にて本研究の目的、

内容、結果の公表方法、協力は任意であること、調査は無記名で行うこと、回答は個人を特定できない

ように自由記述項目を除く質問項目においては全てを数値化して集計するため、学校名は一切出ないこ

と等を説明し、同意を得られた場合のみ回答を依頼した。回答を持って承諾が得られたこととした。 

 

Ⅲ 結 果 

 5 段階評価に設定した 17 項目の質問への回答に対する分散分析によって、個々の児童生徒の進路指導

の際、以下の質問にどのくらい意識しているかという問いに対して、各学部の平均値に有意差が認めら

れたのは、「1児童生徒の将来について普段から考えている」、「2進路について児童生徒の本人の意思を

取り入れる」、「3 進路について児童生徒の本人の意思をどのように聞き出すか」、「5 児童生徒のストレ

ングス 強み）を見つける」、 「6児童生徒の進路に関する情報を得る」、 「8児童生徒の将来のことについ

てほかの教員と共有する」の 6項目 75.0％）であった 表 4）。さらに、進路指導に関して個々の児童

生徒に対して日々の授業の中で以下の質問にどのくらい意識しているかという問いに対して、「3 進学、

卒業後の生活を具体的にイメージできるような機会をもつ」、「5 授業は児童が意欲的に取り組むことが

できるよう工夫して計画する」、「6 授業は児童が個別に集中して取り組めるものを計画する」の 3 項目
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 33.3％）であった 表 5）。 

 そこで、LSD 法を用いた多重比較を行った結果、次のことが確認された。個々の児童生徒の進路指導

の際、以下の質問にどのくらい意識しているかという問いに対して、「2進路について児童生徒の本人の

意思を取り入れる」、「3 進路について児童生徒の本人の意思をどのように聞き出すか」、「6 児童生徒の

進路に関する情報を得る」、「8 児童生徒の将来のことについてほかの教員と共有する」の 4 項目は、高

等部教員＞中学部教員＞小学部教員の順で平均値が有意に高かった。「5児童生徒のストレングス 強み）

を見つける」の 1項目は、小学部教員が中学部教員よりも平均が有意に高く、「1児童生徒の将来につい

て普段から考えている」の 1項目は、高等部教員が中学部教員よりも平均が有意に高かった。 

進路指導に関して個々の児童生徒に対して日々の授業の中で以下の質問にどのくらい意識している

かという問いに対して、「3進学、卒業後の生活を具体的にイメージできるような機会をもつ」の項目は、

高等部教員＞中学部教員＞小学部教員の順で平均値が有意に高かった。「5授業は児童が意欲的に取り組

めるものを計画する」の項目は、小学部教員が高等部教員よりも平均値が有意に高かった。「6授業は児

童が個別に集中して取り組めるものを計画する」の項目は、小学部教員＞中学部教員＞高等部教員の順

で平均値が有意に高かった。 

 分散分析により、各学部の平均値に有意差が認められなかった項目は、個々の児童生徒の進路指導の

際、以下の質問にどのくらい意識しているかという問いに対して「4 普段から児童生徒のことについて

保護者と話をする」、「7児童生徒の将来のことについて保護者と話をする」の 2項目 25.0％）、進路指

導に関して個々の児童生徒に対して日々の授業の中で以下の質問にどのくらい意識しているかという

問いに対して「1 授業の中で児童生徒の社会参加に必要な力をつけさせようとする」、「2 自立に必要な

事柄について実践的・体験的な活動を取り入れた授業にする」、「4 授業は担任だけでなく様々な人と作

成しようと計画する」、「7 授業は集団で共同して取り組めるものを計画する」、「8 授業は児童生徒の生

活として結びつきのあるものを計画する」、「9 授業は児童生徒が意義のある経験ができるように計画す

る」の 7項目 77.8％）であった。 
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複数回答の質問項目に関して図 1に、「児童生徒の将来をどこまで考えていますか 複数回答可）」の

回答を示した。最も多かった項目は、「社会参加」265 名 84.9％）であり、次いで「高等部入学後」7

名 23.7％）、「中学部入学後」5名 16.0％）、「小学部在学中」4名 12.8％）であった。「その他」で

は、「親亡き後」や「特別支援学校卒業後 5年後、10 年後のこと」などの回答があった。 

図 2 に、「児童生徒の進路指導の際、一番気にかけていることはなにか 複数回答可）の回答を示し

た。最も多かった回答は「児童の意思・実態」230 名 73.7％）であり、次いで、「保護者の意思」129

名 41.3％）、「児童の可能性」108 名 34.6％）、「事業所との連携」58 名 18.6％）、「学校の方針」5名

 1.60％）であった。「その他」では「本人のよさが発揮でき、家族を含めた全員にとって最善の選択か

どうか」や「本人にとって進路先があっているか」などの回答があった。 

図 3 に、「児童生徒の進路に関する情報を得る際、主にどのようなものから情報を得ようとしている

か 複数回答可）」の回答を示した。最も多かった回答は「事業所」180 名(57.7％)であり、次いで「イ

ンターネット・資料」116 名 37.2％）、「学校の卒業生」101 名 32.4％）であった。「その他」では、

「校内の進路指導部」「県や市役所」「研修会などへの参加・見学」などの回答があった。 

図 4に「保護者における進路指導の理解や配慮に関して思っていることや、話をする際、気を付けて

いること 複数回答可）」の回答を示した。最も多かった回答は「進路についての正しい情報提供」199

名 63.8％）、次いで「保護者の意思」174 名 55.8％）、「児童生徒の意見との一致」106 名 34.0％）

であった。「その他」では、「児童生徒の実態についての共通認識・長期的に生徒が居やすい場所となり

得るか」や「生徒本人の卒業後の生活で何が最適か保護者 できれば生徒）と共通理解を図る」等の回

答があった。 
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図 1 児童生徒の将来をどこまで考えているか 単位:人）図 2 児童生徒の進路指導の際一番気にかけていることはなに    

か 単位：人） 

 

図 3 情報源 単位：人）             図 4 保護者と話すときに気を付けること 単位：人） 

  「Q1 児童生徒の進路指導について意識していること」「Q2保護者との関係で気になっていること」に

ついて自由記述で回答を求めた。なお、次の結果の回答数の(  )については、自由記述への回答者の

うち回答数のパーセンテージを示している。 

Q1 では小学部 126 名中 35 名 27.8％）、中学部 93名中 27 名 29.0％）、高等部 93名中 35 名 37.6％）

の回答が得られた。Q2 では小学部 126 名中 15 名 11.9％）、中学部 93名中 11 名 11.8％）、高等部 93

名中 22 名 23.7％）の回答が得られた。 

Q1 において学部ごとに「A本人の意思や強み」「B保護者への対応」「C情報」「D自立」「E社会性」「F

事業所」の 6項目の意味内容に分類された。Q2において学部ごとに「A子どもの実態とのギャップ」「B

情報共有」「C家庭の実態」の 3項目の意味内容に分類された。 

Q1 に関しては表 6の通り、「A本人の意思や強み」についての記述は、小学部 2名 6.25％）、中学部

6名 22.2％）、高等部 7名 20.0％）、「B保護者への対応」についての記述は、小学部 4名 11.4％）、

中学部 2名 7.41％）、高等部 6 名 17.1％）、「C 情報」についての記述は、小学部 3 名 8.57％）、中

学部１名 3.70％）、高等部 3名 8.57％）、「D自立」についての記述は、小学部 16 名 47.7％）、中学

部 10名 37.0％）、高等部 4名 11.4％）、「E社会性」についての記述は、小学部 7名 20.0％）、中学

部 6名 22.2％）、高等部 14 名 40.0％）、「F事業所」についての記述は、小学部 0名 0.00％）、中学

部 0名 0.00％）、高等部 2名 5.71％）であった。 

Q2 に関しては表 7の通り、「A子どもの実態とのギャップ」についての記述は、小学部 5名 33.3％）、

中学部 3名 27.3％）、高等部 12 名 54.5％）、「B情報共有」についての記述は、小学部 3名 20.0％）、
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中学部 2名 18.2％）、高等部 3名 13.6％）、「C家庭の実態」についての記述は、小学部 7名 46.7％）、

中学部 6名 54.5％）、高等部 6名 27.3％）であった。回答内容は、以下の通りである。 

表 6 高等部教員が児童生徒の進路指導について意識していること 自由記述） 

 

※高等部 93 名中 35名 37.6％）の回答を分類している。 

表 7 中等部教員が児童生徒の進路指導について意識していること 自由記述） 

 

※中学部 93 名中 27名 29.0％）も回答を分類している。 



九州生活福祉支援研究会研究論文集 第 18 巻第 2 号 2024 年 7 月 25 日発行 

22 

 

表 8 小学部教員が児童生徒の進路指導について意識していること 自由記述） 

 

※小学部 126 名中 35 名 27.8％）の回答を分類している。 

表 9 高等部教員が進路指導の際、保護者との関係で気になること 自由記述） 
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表 10 中学部教員が進路指導の際、保護者との関係で気になること 自由記述） 

 

表 11 小学部教員が進路指導の際、保護者との関係で気になること 自由記述）
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Ⅳ 考 察 

知的障害特別支援学校の教員に対して行った、知的障害児の進路指導に対して意識する度合いを問う

独自の全 21 項目の質問項目のうち、5段階評価を行った 17 項目への回答の平均値については、小学部、

中学部、高等部すべてにおいて 4点台であった。知的障害特別支援学校の教員には、知的障害児の進路

指導に関して、全般に亘って関心を向けている傾向があるものと推察される。 

ニーズの多様化が、「高等部生徒に対する現在の進路指導にどのような影響を及ぼしているのか、現

状を把握するため、特別支援学校高等部の進路指導と特別支援教育に関する調査を実施した。生徒の「在

学中」と「卒業後」の進路指導・支援を担う特別支援学校高等部の進路指導は、教育と福祉、就労支援

という複数の要素が混在していることが把握できた」と報告されている 濵名,2020）。高等部教諭は、

様々な要素を考えながら各生徒に応じた進路指導をしているため、各生徒の意思を受けとめながら卒業

後の適応状態を推測しながら、将来のことを考えていると言える。このため、進路指導について考える

要素が中学部教員よりも多い。また、思春期を迎え、自我が形成されて自分の将来について考え始めた

生徒の指導をする中学部教員の方が、小学部教員よりも進路指導への関心が高いと考えられる。 

本調査において、高等部教員＞中学部教員＞小学部教員の順で関心が高かった 5項目は、児童生徒の

本人の意思をどのように聞き出すか、児童生徒の本人の意思をどのように進路に取り入れるか、進路に

関する情報を得る、将来のことについてほかの教員と共有する、進学・卒業後の生活を具体的にイメー

ジできるような機会をもつ、に関することであった。つまり、実際に進路に関して本人や他の教員と話

をし、共有したり、日々の生活の中で具体的にイメージできる機会が持たれていたりする。高等部教員

は 3年後には知的障害特別支援学校を卒業し、社会に出ていく生徒を指導しているため、生徒の社会的・

職業的自立を支援するための効果的な指導をすることが求められる。したがって、高等部教員の関心が

最も高く、中学部教員、小学部教員の順になるものと判断される。 

自由記述については、Q1の「進路指導について意識していること」に対する回答に関して、6視点か

ら捉えられた。「A本人の意思や強み」、 「B保護者への対応」については、小学部・中学部・高等部で差

がないことから、これらは全学部の共通した認識と捉えられる。 

「D自立」についての記述は、小学部で 16 名  自由記述への回答者の 47.7％）に見られることから、

今後の生活のために児童のできることを増やしていくことを重視していると考えられる。「E 社会性」、

「F 事業所」については、高等部の結果が高い。高等部は学校教育の最終段階であり、社会へ出るため

の具体的な準備をする時期にあたる。それ故、本調査における、「児童生徒の意思をどのように聞き出す

か」、 「児童生徒の本人の意思をどのように進路に取り入れるか」、 「進路に関する情報を得る」、 「将来の

ことについてほかの教員と共有する」、および「進学・卒業後の生活を具体的にイメージできるような機

会をもつ」に関する 5項目については、高等部教員の方が、小学部と中等部の教員よりも高い関心があ

るものと判断される。このため、生徒が進路決定を行う際に、必要となるスキルの獲得、自立に求めら

れる能力を段階的に獲得できる教育的支援を行っていくことが不可欠と考えられる。 

Q2 の「保護者との関係で気になっていること」に対する回答に関して、3視点から捉えられた。「A子

供の実態とのギャップ」の結果は、小学部 5 名 自由記述への回答者の 33.3％）、中学部 3 名 自由記

述への回答者の 27.3％）、高等部 12名 自由記述への回答者の 54.5％）であった。高等部では、保護者

の進路への意欲が高まっており、家庭における生徒と学校 教員）での生徒のギャップが感じられてい

ることが顕著である。 

「C家庭の実態」についての記述は、小学部 7名 自由記述への回答者の 46.7％）、中学部 6名 自由
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記述への回答者の 54.5％）、高等部 6名 自由記述への回答者の 27.3％）であった。各学部でほぼ同数

であったため、全ての学部で進路指導における家庭の実態を気にしていると判断される。保護者の障害

観や障害を持つ子供の社会参加に対する考え方や将来像に関わる内容であり、子供のキャリアの形成や

就労についてどのように理解しているか、またどのような将来像を望んでいるかといった保護者の障害

観とキャリアへの価値観や意識を育む重要性が指摘されている  藤井･川合･落合,2013）。このため、子

供の気持ちを尊重し、将来的な進路決定へと進めていく必要があるのではないかと推察される。 

本調査における複数回答の結果から、児童生徒の進路指導で一番気にしていることは、各児童生徒の

意思や実態であった。知的障害特別支援学校の卒業生の進路先の一つである障害福祉サービス事業所に

おいて、「知的障害特別支援学校の教育段階で身に付けてほしい力は、「仕事で必要な能力」、「BADL」、

「自己管理」、「IADL」、 「暇活活動」の 5 因子構造である」 桑原･三橋･斎藤 他,2019）と報告されてい

る。また、「生徒の思いや願いに寄り添いながらも社会的な現実を踏まえ、生徒がよりよく生きられるよ

うにと願い、それをどのように支えていくことができるのかと考えて実践してきた教員の思いが、生徒

の思いや願いとつながり、生徒たちの生涯にわたるキャリア形成の基盤をつくっていくのではないか」

と主張されている  今井･前原,2023）。さらに、児童生徒の進路指導に関しても個別の教育支援計画が不

可欠であるが、「個別の教育支援計画の活用について、「必要性」は強調されてきたものの、「多様性」が

充分に共有されていない状況にある。個別の教育支援計画の活用も子供に応じて多様な用途がある」と

言及されている 半澤･菅井,2023）。これらの見解から、各児童生徒の意思や実態を把握した上で、保護

者 家庭）へ必要な情報提供を的確に行い、児童生徒の思いや願いに寄り添いながら、各児童生徒が意

欲的に活動できる事業所等を選択できるように、個別の教育支援計画も含めた進路指導の充実が求めら

れていると推察される。 

知的障害特別支援学校の進路指導は、各児童生徒の望ましい勤労観・職業観を育成する特別支援キャ

リア教育の中に位置づけられる。各学部間における進路指導の捉え方の差や児童生徒本人と教員と保護

者間のずれなど課題は多い。しかしながら、児童生徒本人に対しては、適切な情報提供ととともに自己

理解、自己決定を促す指導が意識的に取り組まれる必要がある。教員と保護者間においては、進路に関

する具体的な情報提供や教員の専門性と保護者のニーズを融合させる協働関係の構築が喫緊の課題で

ある。 

 

Ⅴ 結 論 

知的障害特別支援学校の教員が、児童生徒の進路指導をどのように認識しているのかを検討するため

に、質問紙調査によって得た 312 名の有効回答を分析した。小学部・中学部・高等部の比較を通して考

察した結果、①高等部教諭は、様々な要素を考えながら各生徒に応じた進路指導をしているため、各生

徒の意思を受けとめながら卒業後の適応状態を推測しながら、将来のことを考えている。②高等部教員

＞中学部教員＞小学部教員の順で関心が高いのは、児童生徒の本人の意思をどのように聞き出すか、児

童生徒の本人の意思をどのように進路に取り入れるか、進路に関する情報を得る、将来のことについて

他の教員と共有する、進学・卒業後の生活を具体的にイメージできるような機会をもつであった。④生

徒が進路決定を行う際に必要となるスキルの獲得、自立に求められる能力を段階的に獲得できる教育的

支援が必要である。⑤教員と保護者間においては、進路に関する具体的な情報提供や教員の専門性と保

護者のニーズを融合させる協働関係の構築が喫緊の課題である。これらが示唆された。 
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